
宮城県国土利用計画審議会に係る森林地域縮小の取扱について 資料３

土地利用基本計画及び土地利用基本計画図の概要

３ 土地利用基本計画図と個別規制法に基づく区域等との関係
・ 個別規制法による地域・区域を変更しようとする場合には、土地利用基本計画の趣旨に則し、総合的に調整する
必要があるので、あらかじめ土地利用基本計画の変更を行うこととしている。
（土地利用研究会「国土利用計画法一問一答 土地取引規制編（改訂７版）」）
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２ 土地利用基本計画における五地域と個別法の関係

現在の運用の根拠
第５５回宮城県国土利用計画審議会（平成２３年１月１８日開催）において以下のとおり審議し、運用の変更を決定した。
○《土地利用基本計画図の変更に関する審議》

【変更案件の現状】森林地域の縮小案件が多い。
【問題点・課題】森林地域の縮小に関する審議は、林地開発完了後の後追いとなっている。

○【運用上の改善策】
①「森林地域の縮小」は、審議時点で既に森林法に基づく許可を経た開発行為が完了しており、審議会で審議を行う必要性に乏しいので、個別案件は審議対象とせず、報告事項とする。
②「その他の地域の変更」及び「森林地域の拡大」については、あらかじめ審議することの実質的な意義があるため、従来どおり審議対象とする。

１ 土地利用基本計画の構成
・ 土地利用基本計画は、土地利用の調整等に関する事項（法第９条第３項）として、土地利用の調整等に関する事項
を文章で表示したもの（以下「計画書」という。）と法第９条第２項第１号から第５号までに掲げる地域（以下「五
地域」という。）を定めた地形図（以下「計画図」という。）から構成される。
※五地域：（１）都市地域 、（２）農業地域、（３）森林地域、（４）自然公園地域、（５）自然保全地域

＜参考＞例）複数地域が重複する箇所（三重複地域：都市＋農地＋森林）
利府町加瀬沼西部

国土利用計画審議会の役割
・第38条審議会への諮問手続は、都道府県土の事情に詳しい有識者から、大所高所の観点から都道府県土の利用について意見を聴取し、土地政策に反映していくことに大きな意義があると考えられる。
（国土交通省「国土利用計画法に基づく国土利用計画及び土地利用基本計画に係る運用指針（令和６年６月）」）
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（１）森林地域縮小以外に係るフロー図
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（２）森林地域縮小に係るフロー図

※ 林地開発許可制度では、開発行為をしてもなお、水源の涵養、災害の防止、環境の保全といった森林の公益的機能が適正な状態であることを確認するまでは、「地域森林計画対象民有林」として管理している。
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・「森林地域の縮小」は、森林法に基づく許可取得後の開発行為完了後に事後報告されて
おり、審議会における報告は開発行為完了後となっている。

・森林審議会での審議内容を国土利用計画審議会①にて情報を入手後早期に情報提供し、情報共有する。
・国土利用計画審議会における意見は、議事録として残すとともに関係課に共有する。
・「森林地域の縮小」については、開発行為完了後、宮城県国土利用計画審議会②において改めて報告する。

森林地域縮小の取扱いに係る課題と対応案
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